
令 和 ７ 年 度

日 向 市 財 政 健 全 化 判 断 比 率

及び資金不足比率審査意見書

日 向 市 監 査 委 員



日向市長　西 村　賢　様

日向市監査委員　門 脇　功 郎

日向市監査委員 三 樹　喜久代

令和７年度日向市財政健全化判断比率及び資金不足比率

審査意見について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定によ
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１　令和７年度　健全化判断比率

２　令和７年度　資金不足比率

令和８年７月２４日から令和８年８月２６日まで

令和７年度　日向市財政健全化判断比率及び資金不足比率
審査意見

　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定

の基礎となる事項を記載した書類

　この審査は、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係法

令等に基づき、適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

　審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

第１　審査の対象

　資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

第２　審査の期間

第３　審査の方法

第４　審査の結果

　審査の概要及びそれに対する意見は、次のとおりである。
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以外の特
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法適用公
営企業

会　　　　計　　　　区　　　　分 対　　象　　範　　囲

一　　　般　　　会　　　計

公営住宅事業特別会計

財光寺南土地区画整理事業特別会計

城山墓園事業特別会計

簡易給水施設特別会計

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険東郷診療所特別会計

介護保険事業特別会計(保険事業勘定）

日向入郷地域介護認定審査事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

簡易水道事業会計

農業集落排水事業会計

　※資金不足比率は公営企業会計ごとに算定

１　算定対象会計

　健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。

法非適用
公営企業

工業用地造成事業特別会計

一部事務組合
・

広域連合

日向東臼杵広域連合

宮崎県後期高齢者医療広域連合

宮崎県北部広域行政事務組合

第三セクター等 該当なし

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

※
資
金
不
足
比
率
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　健全化判断比率の状況は、次のとおりである。

（単位：％）

【早期健全化基準(※)・財政再生基準(※)とは】

・

・

・

実 質 公 債 費 比 率 9.6 10.5 △ 0.9 25.0 35.0

－ － －

（△ 21.88） （△ 20.34） (△1.54)

（注）

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果、該当の数値は無い。

　実質公債費比率は 9.6％で、前年度に比べ 0.9ポイント低下している。

　将来負担比率は 31.2％で、前年度に比べ 0.3ポイント上昇している。

将 来 負 担 比 率 31.2 30.9 0.3 350.0

 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果が赤字でないため「－」で表
示した。各比率の（　）内の数値は計算結果に基づく数値を参考として表示した。

　それぞれの比率については、国の示す基準である早期健全化基準・財政再生基準を下

回っている。

地方公共団体の財政破綻を未然に防ぐために「早期健全化基準」｢財政再生基準」の

２段階で財政悪化をチェックすることが目的である。

健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経

て財政健全化計画を定めることとなる。

財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難と認められると

きは、国等の関与により、確実な財政再生が行われることとなる。

２　健全化判断比率

－ － －

（△ 3.82） （△ 3.86） (0.04)

区　　　分 令和７年度 令和６年度 増   減
早期健全化
基準(※)

財政再生
基準(※)

実 質 赤 字 比 率 12.63 20.00

連結実質赤字比率 17.63 30.00
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（単位：％）

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

　実質収支額は 660,619千円の黒字となっているため、実質赤字比率の算定ではなく、

参考としての比率を求めている。

区　　　　　分

一
般
会
計
等

　標準財政規模とは、地方公共団体の市税・譲与税・普通交付税などの標準的な規模を示

すものである。

　標準財政規模は、前年度に比べ 528,968千円（3.2％）増加している。

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額 0 58,384 △ 58,384 皆減

標 準 財 政 規 模　（Ｂ)

合計（標準財政規模） 17,288,240 16,759,272 528,968 3.2

標 準 税 収 入 額 等 10,936,942 10,350,351 586,591 5.7

普 通 交 付 税 額 6,351,298 6,350,537 761 0.0

17,288,240 16,759,272 528,968 3.2

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

簡 易 給 水 施 設 特 別 会 計 142 52 90 173.1

合　　 　　　計　　（Ａ) 660,619 647,862 12,757 2.0

財光寺南土地区画整理事業特別会計 702 340 362 106.5

城 山 墓 園 事 業 特 別 会 計 93 190 △ 97 △ 51.1

一般会計等に属する特別会計 23,349 7,517 15,832 210.6

公 営 住 宅 事 業 特 別 会 計 22,412 6,935 15,477 223.2

実　　質　　収　　支　　額

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

一　　　般　　　会　　　計 637,270 640,345 △ 3,075 △ 0.5

区　　　　分 令和７年度 令和６年度 増　　　減

参考比率（Ａ）／（Ｂ） △ 3.82 △ 3.86 0.04

(１)　実質赤字比率

一般会計等の実質赤字額（Ａ）

標準財政規模（Ｂ）

　地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化したものであり、比率は次の算式に

よる。

実質赤字比率 ＝
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（単位：％）

（単位：千円・％）

一般会計
以外の特
別会計の
うち公営
企業に係
る特別会
計以外の
会計

後期高齢者医療事業特別
会計

11,574 9,486 2,088 22.0

法適用
企業

法非適用企業 工業用地造成事業特別会計 0 － 0 －

小　　　　　計　（Ｂ） 2,849,547 2,454,582 394,965

△ 126 △ 15.1

介護保険事業特別会計(保
険事業勘定）

149,510 168,799 △ 19,289 △ 11.4

日向入郷地域介護認定審
査事業特別会計

0 0 0 －

　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化した

ものであり、比率は次の算式による。

連結実質赤字比率 ＝

　連結実質収支額は 3,784,207千円の黒字となっているため、連結実質赤字比率の算定

ではなく、参考としての比率を求めている。

区　　　　　分

実質収支額
（法適用・非適用企業については資金不足・剰余額）

(２)　連結実質赤字比率

連結実質赤字額（Ａ）＋（Ｂ）

標準財政規模（Ｃ）

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増　　減

合　　　計　（Ａ）＋（Ｂ） 3,784,207 3,409,753 374,454 11.0

標 準 財 政 規 模　（Ｃ） 17,288,240 16,759,272 528,968 3.2

16.1

簡易水道事業会計 236,506 201,990 34,516 17.1

農業集落排水事業会計 262,475 246,596 15,879 6.4

水道事業会計 1,925,698 1,660,223 265,475 16.0

下水道事業会計 424,868 345,773 79,095 22.9

簡易給水施設特別会計 142 52 90 173.1

小　　　　　計　（Ａ） 934,660 955,171 △ 20,511 △ 2.1

一般会計
等に属す
る特別会
計

財光寺南土地区画整理事
業特別会計

702 340 362 106.5

国民健康保険事業特別会
計

112,251 128,192 △ 15,941 △ 12.4

国民健康保険東郷診療所
特別会計

706 832

公営住宅事業特別会計 22,412 6,935 15,477 223.2

城山墓園事業特別会計 93 190 △ 97 △ 51.1

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

一　　　般　　　会　　　計 637,270 640,345 △ 3,075 △ 0.5

参考比率（（Ａ）＋（Ｂ））／（Ｃ） △ 21.88 △ 20.34 △ 1.54
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　実質公債費比率は、次のとおりである。

（単位：％）

（単位：千円・％）

（単位：％）

 

　借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化したものであり、比率は次の算

式による。

（元利償還金Ａ ＋ 準元利償還金Ｂ）－（特定財源Ｃ ＋ 元利
償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額Ｄ）

実質公債費比率 ＝ の３か年平均

標準財政規模Ｅ － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政
需要額算入額Ｄ

(３)　実質公債費比率

県内市町村 (平均値 )の比率 （未算定） 7.9 7.7

実 質 公 債 費 比 率 9.6 10.5 10.9

類 似 団 体 ( 平 均 値 ) の 比 率 （未算定） 6.5 6.7

全国市町村 (平均値 )の比率 （未算定） 5.6 5.6

実質公債費比率(単年度） 8.71563 9.73683 10.55708

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 令和５年度

Ｃ ＋ Ｄ　合　計 2,477,698 2,488,359 2,560,547

標準財政規模 Ｅ 17,288,240 16,759,272 16,467,653

特定財源 Ｃ 229,083 171,175 155,889

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要額
算入額

Ｄ 2,248,615 2,317,184 2,404,658

準元利償還金 Ｂ 573,555 582,793 600,057

Ａ ＋ Ｂ　合　計 3,788,496 3,894,560 4,045,189

元利償還金 Ａ 3,214,941 3,311,767 3,445,132

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 令和５年度

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増　　減

実 質 公 債 費 比 率 9.6 10.5 △ 0.9
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（単位：％）

（単位：千円・％）

（単位：％）

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要額
算入額

Ｄ 2,248,615 2,317,184 △ 68,569 △ 3.0

　地方公共団体の一般会計の借入金(地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等

の現時点での残高の程度を指標化したものであり、比率は次の算式による。

将来負担額Ａ －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 地方債現在高等に
係る基準財政需要額算入見込額)Ｂ

将来負担比率 ＝

標準財政規模Ｃ － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額Ｄ

地方債現在高等に係る基準
財政需要額算入見込額

21,949,845 22,094,342 △ 144,497 △ 0.7

県内市町村 (平均値 )の比率 （未算定） 0.0 0.0

Ｃ － Ｄ 　合　計 15,039,625 14,442,088

将 来 負 担 比 率 31.2 30.9 34.8

類 似 団 体 ( 平 均 値 ) の 比 率 （未算定） 6.0 10.0

全国市町村 (平均値 )の比率 （未算定） 6.2 6.3

597,537 4.1

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 令和５年度

Ａ － Ｂ 　合　計 4,706,673 4,472,447 234,226 5.2

標準財政規模 Ｃ 17,288,240 16,759,272 528,968 3.2

充当可能基金額 11,143,684 11,143,252 432 0.0

特定財源見込額 942,977 974,091 △ 31,114 △ 3.2

将来負担額 Ａ 38,743,179 38,684,132 59,047 0.2

充当可能財源 Ｂ 34,036,506 34,211,685 △ 175,179 △ 0.5

将 来 負 担 比 率 31.2 30.9 0.3

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

(４)　将来負担比率

　将来負担比率は、次のとおりである。

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増　　減
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３　資金不足比率

　比率は次の算式による。

　資金不足比率の状況は、次のとおりである。

（単位：％）

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増　減
経 営 健
全 化 基
準 (※)

20.0

　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準とし

て、資金不足比率について定められた数値であり、資金不足比率が経営健全化基準以上

の場合には、議会の議決を経て経営健全化計画を定めることとなる。

　資金不足比率は、公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と

比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すものである。

資金不足比率 ＝
資金の不足額（Ａ）

事業規模（Ｂ）

【経営健全化基準(※)とは】

農業集落排水事業会計 － － －

工業用地造成事業特別会計 － － －

　全ての公営企業会計で、資金の不足額は生じていない。

水道事業会計 － － －

下水道事業会計 － － －

簡易水道事業会計 － － －

（Ｂ） ＝   営業収益の額　－　受託工事収益の額

（Ａ） ＝
（流動負債　＋　建設改良費等以外の経費の財源に充てる為に起こした
　地方債の現在高　－　流動資産）　－　解消可能資金不足額
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（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

１　健全化判断比率について

(１)　実質赤字比率について

　一般会計等の実質収支額の合計は 6億6,062万円の黒字で、前年度に比べ1,276万円

（2.0％）増加している。

　一方、一般財源の標準的な規模を示す標準財政規模は172億8,824万円で、前年度に比

べ 5億2,897万円（3.2％）増加している。この結果、実質赤字額は生じていないため、

実質赤字比率は算定されていない。参考としての比率は△3.82％で、前年度に比べ0.04

ポイント上昇している。

工業用地造成事業特別会計

区　　　　　分

事 業 規 模 Ｂ 11,000 － 11,000

第５　ま　と　め

令和７年度 令和６年度 増減額

資 金 剰 余 額 Ａ 0 － －

資 金 剰 余 額 Ａ 262,475 246,596 15,879

事 業 規 模 Ｂ 32,550 31,641 909

事 業 規 模 Ｂ 63,605 62,973 632

農業集落排水事業会計

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減額

簡易水道事業会計

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減額

資 金 剰 余 額 Ａ 236,506 201,990 34,516

資 金 剰 余 額 Ａ 424,868 345,773 79,095

事 業 規 模 Ｂ 520,800 501,177 19,623

事 業 規 模 Ｂ 1,206,035 1,194,645 11,390

下水道事業会計

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減額

水道事業会計

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減額

資 金 剰 余 額 Ａ 1,925,698 1,660,223 265,475
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(２)　連結実質赤字比率について

(３)　実質公債費比率について

(４)　将来負担比率について

２　資金不足比率について

　一般会計等の公債費及び公営事業会計の元利償還金などの元利償還金・準元利償還金

は 37億8,850万円で、前年度に比べ 1億606万円（2.7％）減少している。この結果、実

質公債費比率は、単年度では 8.71563％で、前年度に比べ1.0212ポイント低下してい

る。また、3か年平均では 9.6％で、前年度に比べ0.9ポイント低下しており、早期健全

化基準を下回っている。

　一般会計等が将来負担する可能性のある将来負担額は 387億4,318万円で、前年度に

比べ 5,905万円（0.2％）増加している。一方、充当可能な財源は 340億3,651万円で、

前年度に比べ 1億7,518万円（0.5％）減少している。

　この結果、将来負担比率は31.2％で、前年度に比べ0.3ポイント上昇しているもの

の、早期健全化基準を下回っている。

　以上のとおり、本市における健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも国の示す

基準を下回っており、財政健全化法に基づく財政健全化計画及び経営健全化計画の策定

は必要とされていない。

　今後とも、社会経済情勢の動向や財政状況を踏まえつつ、計画的かつ健全で持続可能

な財政運営に努められたい。

　連結実質収支額等の合計は37億8,421万円の黒字で、前年度に比べ 3億7,445万円

（11.0％）増加している。この結果、連結実質赤字額は生じていないため、連結実質赤

字比率は算定されていない。参考としての比率は △21.88％で、前年度に比べ 1.54ポ

イント低下している。

　これは、国民健康保険事業特別会計 1,594万円、介護保険事業特別会計1,929万円等

の減少はあるものの、公営住宅事業特別会計 1,548万円、水道事業会計 2億6,548万

円、下水道事業会計 7,910万円、簡易水道事業会計 3,452万円、農業集落排水事業会計

1,588万円等が増加したことによるものである。

　法適用公営企業である水道事業会計、下水道事業会計、簡易水道事業会計及び農業集

落排水事業会計は、いずれも資金剰余額が前年度を上回っている。資金剰余額は、水道

事業会計が 19億2,570万円で、前年度に比べ 2億6,548万円（16.0％）増加している。

下水道事業会計は 4億2,487万円で、7,910万円（22.9％）の増加、簡易水道事業会計は

2億3,651万円で、3,452万円（17.1％）の増加、農業集落排水事業会計は 2億6,248万円

で、1,588万円（6.4％）の増加である。

　なお、法非適用公営企業である工業用地造成事業特別会計については、資金剰余額及

び資金不足額はいずれも生じていない。

　この結果、すべての公営企業会計において資金不足額は生じておらず、資金不足比率

は算定されていない。

- 10 -


